
   滝沢市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者の指定の手続等に関する要綱 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１

１５条の４５第１項に規定する第１号事業を行う事業者のうち、法第１１５条の４５の

５第１項に規定する指定事業者の指定に関し、滝沢市介護予防・日常生活支援総合事業

の実施に関する規則（平成２９年滝沢市規則第３号。以下「実施規則」という。）第１

５条第２項の規定に基づき、指定事業者の指定の手続等について必要な事項を定めるも

のとする。 

 （定義） 

第２条 この告示における用語の意義は、法、介護保険法施行令（平成１０年政令第４１

２号）、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「施行規則」という

。）、滝沢市介護保険条例（平成１２年滝沢村条例第５号）及び実施規則において定め

るところの例による。 

 （指定事業者の指定の手続等） 

第３条 法第１１５条の４５の５第１項の規定により、指定事業者の指定を受けようとす

る者は、市長が別に定める滝沢市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者指定申請

書に施行規則第１４０条の６３の５第１項各号に掲げる事項を記載し、市長が定める必

要な書類を添えて市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、法令等により市長が指定することとされた指定地

域密着型サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者その他の介護サービ

ス事業者（以下この項において「指定地域密着型サービス等事業者」という。）として

指定され、かつ、指定地域密着型サービス等事業者の指定（指定事業者の指定の更新を

含む。）の申請に係る事業者が既に市長に提出している施行規則第１４０条の６３の５

第１項第４号から第１１号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る

申請書の記載又は必要な書類の提出を省略させることができる。 

３ 市長は、第１項の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、指定の可否を

決定し、市長が別に定める滝沢市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者指定通知

書又は滝沢市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者指定申請却下通知書により、

同項の申請をした者に通知するものとする。 

４ 前項の規定により指定する旨の通知を受けた者は、その旨を当該指定に係る事業所の

見やすい場所に掲示しなければならない。 

 （指定事業者の指定の更新の手続等） 

第４条 法第１１５条の４５の６第１項の規定により、指定事業者の指定の更新を受けよ

うとする者は、市長が別に定める滝沢市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者指

定更新申請書に施行規則第１４０条の６３の５第１項各号（同項第３号及び第１３号を

除く。）及び第２項各号に掲げる事項を記載し、市長が定める必要な書類を添えて市長

に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、前項に規定する申請に係る事業者が既に市長に提

出している施行規則第１４０条の６３の５第１項第４号から第１１号までに掲げる事項

に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は必要な書類の提出を省略さ



せることができる。 

３ 市長は、第１項の規定にかかわらず、法令等により市長が指定することとされた指定

地域密着型サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者その他の介護サー

ビス事業者（以下この項において「指定地域密着型サービス等事業者」いう。）として

指定され、かつ、同項の申請又は指定地域密着型サービス等事業者の指定（指定事業者

の指定の更新を含む。）の申請に係る事業者が既に市長に提出している施行規則第１４

０条の６３の５第１項第４号から第１１号までに掲げる事項に変更がないときは、これ

らの事項に係る申請書の記載又は必要な書類の提出を省略させることができる。 

４ 市長は、第１項の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、指定事業者の

指定の更新の可否を決定し、市長が別に定める滝沢市介護予防・日常生活支援総合事業

指定事業者指定更新通知書又は滝沢市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者指定

更新申請却下通知書により、同項の申請をした者に通知するものとする。 

５ 前項の規定により指定する旨の通知を受けた者は、その旨を当該指定に係る事業所の

見やすい場所に掲示しなければならない。 

 （変更の届出等） 

第５条 第３条第３項の規定による指定事業者の指定（前条第４項の規定による指定事業

者の指定の更新に係る指定を含む。）を受けている者（以下「指定事業者」という。）

は、施行規則第１４０条の６３の５第１項で定める事項に変更があったときは、１０日

以内に、市長が別に定める滝沢市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者変更届出

書に必要な事項を記載し、市長に届け出なければならない。 

２ 指定事業者は、当該指定に係る事業を廃止し、又は休止しようとするときは、市長が

別に定める滝沢市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者廃止・休止届出書に必要

な事項を記載し、当該廃止又は休止の日の１か月前までに市長に届け出なければならな

い。 

３ 指定事業者は、休止した当該指定に係る事業を再開したときは、１０日以内に、市長

が別に定める滝沢市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業再開届出書により、市長

に届け出なければならない。 

４ 第３条第１項の指定又は前条第１項の指定事業者の指定の更新を受けた指定事業者は

、当該指定又は当該指定事業者の指定の更新を辞退しようとするときは、市長が別に定

める滝沢市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者指定辞退届出書に必要な事項を

記載し、当該辞退の１か月前までに市長に届け出なければならない。 

 （指定の取消し等） 

第６条 市長は、法第１１５条の４５の９の規定により、指定事業者の指定を取り消し、

又は期間を定めてその指定事業者の指定の全部若しくは一部の効力を停止したときは、

市長が別に定める滝沢市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者指定取消・停止通

知書により、当該指定事業者に通知するものとする。 

 （告示） 

第７条 市長は、次に掲げる場合には、当該法第１１５条の４５の５第１項に規定する指

定事業者の名称、当該指定に係る事業所の所在地、指定年月日、指定有効期間満了日そ

の他必要な事項を告示するものとする。 



（１）第３条第３項の指定事業者の指定をした場合 

（２）第４条第４項の規定による指定事業者の指定の更新をした場合 

（３）第５条第２項の規定による事業の廃止の届出があった場合 

（４）第５条第４項の規定による辞退の届出があった場合 

（５）前条の規定により指定を取り消し、又は指定の全部若しくは一部の効力を停止した

場合 

 （委任） 

第８条 この告示に定めるもののほか、指定事業者の指定の手続等に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、次項及び附則第３項の規定

は、平成２９年２月２７日から施行する。 

 （経過措置）  

２ 第３条第１項の申請をしようとする者は、この告示の施行の日前においても、指定事

業者の指定の手続等を行うことができる。  

３ 市長は、前項の規定により指定の手続等があった場合には、この告示の施行の日前に

おいても、第３条第３項に規定する内容の審査を行い、指定の可否を決定することがで

きる。  

４ 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関す

る法律（平成２６年法律第８３号）附則第１３条の表の上欄に掲げる事業を行う者であ

ったもので、同条の規定により指定を受けたものとみなされた指定事業者に係る第５条

に規定する届出は、同条の規定を準用する。 

 


